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第 1 章  
 
緒 論 
 
1．研究の背景 
1-1．腰痛の発生要因と現状 
腰部の凝り、張り、痛みなどの愁訴は、肩凝りと共に国民の多くが経験している
症状であり、現代社会の労働形態や生活スタイルに起因している。長期間の立位や
座位作業を強いられる職場環境下での筋の疲労、日常生活での不良姿勢や太りすぎ
などによると考えられている 1,2)が、痛みのメカニズムは明確でない 3)。腰痛や肩凝
りの発生原因としては、腰部椎間板ヘルニアなどの器質的疾患を除き静的な筋収縮
が持続されることで、その筋に血管が圧迫され、血流阻害が発生し代謝悪化を招き
疲労物質の蓄積が生じることが考えられている 4,5)。また、脊椎間の関節の動きが
不十分なため、その周囲の筋拘縮や靭帯の弾力性が失われる為に、椎間関節の可動
域の低下を生じるなどが考えられ、結果として筋の凝り、張りや痛みが出現してい
る。すなわち、頚肩背腰部の筋の十分な収縮と伸展を繰り返す機会が不足している
状態で、長期間を過ごした場合に筋の硬化と緊張があらわれる。この結果、腱や靭
帯が弾力性を失う（退行性変化など）という障害発生の要因から、腰痛や頚肩部痛
が発生すると考えられている 5)。 
一方、国民の腰痛の現状は、厚生労働省の平成 25 年度の国民生活基礎調査 6) に
よると、自覚症状のある有訴者率は、人口千人当たり 312.4 人と国民の約 3 割を占
めている。性別にみた有訴者率の上位を占める症状では、人口千人当たりに対し男
性の第 1 位に腰痛 92.2 人、第 2 位に肩凝り 60.2 人、女性の第 1 位に肩凝り 125.0
人、第 2 位に腰痛 118.2 人である。平成 22 年度の同調査の自覚症状のある有訴者
率は、人口千人当たりに対し 332.2 人であり、性別にみた有訴者率の上位を占める
症状では、人口千人当たりに対し男性の第 1 位に腰痛 89.1 人、第 2 位に肩凝り 60.4
人、女性の第 1 位に肩凝り 129.8 人、第 2 位に腰痛 117.6 人となっている。腰痛や
肩凝りの自覚症状が多いことが伺われる。 
職種別にみると、保母、看護師などの医療福祉関連労働者 7,8)、トラックなど運
輸に関わる労働者 9)、農業従事者 10)や建築労働者 11)などで、腰部や肩部等の愁訴調
査が行われ、長期間の立位、座位や重量物取扱い作業などによる有訴者が多いこと
が報告されている。また、船舶職員では、国土交通省海事局の平成 25 年に報告さ
れた平成 23 年度船員災害疾病発生状況報告集計書 12)の中で腰痛（筋骨格系疾患の
内訳の中に）の報告がある。罹病者のうち最も多い疾患は、第 1 位に筋骨格系の疾
患 20.7％、第 2 位に消化器系の疾患 19.7％である。平成 22 年度の同報告集計書で
は、第 1 位に消化器系の疾患 21.8％、第 2 位に筋骨格系 18.4％の疾患となっていた
が平成 23 年度の同報告集計書で順位が逆転している。筋骨格系疾患の内訳は椎間
板障害 34.1％と最も多く、次に関節症 17.5％、腰痛は 12.7％と第 3 位であり、腰部
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や背部の疾患が多いことが伺える。また肩凝りという項目はないが、肩の凝り、張
り、痛み等がみられる頚腕症候群や肩の障害で 2.4％となっている。ただし、この
報告集計書は、船舶内及び船内作業に関連して船舶と密接した場所で発生した災
害・疾病のため、発生当日を含めて 3 日以上休業した船員について記載し報告する
こととなっており、国民生活基礎調査による調査手法とは異なり、実際には休業す
るまでに至らない船員の中に腰部の愁訴が相当数存在すると思われる。また、江原
ら 13)の報告によると、船員の頚肩背腰部の凝り、張り、痛みについての愁訴調査
では腰部で約 6 割、肩部で約 5.5 割、頚部および背部で約 4 割の愁訴率となってい
る。従って、船員についても腰部の愁訴が高率であることがわかる。 
  
1-2．腰痛の評価 
 器質的疾患を除外しての腰痛の評価には、体幹の筋力を測定して筋力と腰痛との
関連を検討した報告がある。腰痛者には腹筋や背筋の筋力低下がみられる報告 14)
や腰痛者の腹筋の筋力の低下を認めず背筋の筋力の低下を認める報告 15)があり、
腰痛と筋力との関係について一致した結果を得ていない。また、腰痛既往者は筋力
測定に際し余り力を入れていない可能性がある 16)などの報告もあり、筋力から腰
痛の評価を行うには難がある。一方、腱や骨を外部から圧迫することにより痛みを
誘発させる圧痛、関節を動かすことにより生じる痛みにより陽性を判断する運動痛
は、他覚的な唯一の陽性所見であるとの報告がある 17,18)。古澤 17)は、腰痛症状の軽
い場合には第 5 腰椎と仙椎棘突起間の圧痛を認め、さらに症状が強くなると第 5
腰椎棘突起と腸骨稜後部の腸腰靭帯部、仙腸関節、背筋や殿筋に圧痛を認めると報
告し、尾瀬 18)は腰椎旁脊柱筋、殿部の筋の圧痛検査や運動痛により腰痛の評価を
行っている。しかし、腰痛者では筋の圧痛程度に個人差があると思われ、これらの
報告は筋の圧痛を「あり・なし」のみで評価しており、圧痛の程度を詳細に検討す
るには至っていない。腰痛や頚肩背部痛の圧痛を陽性の有無でなく、圧痛の程度を
徒手による筋・腱・脊椎棘突起の圧痛検査として実施し、腰痛等の改善評価を行っ
ている 5,13)報告がある。この徒手による圧痛検査（以下、徒手圧痛検査）は、検者
の母指を用いて筋等に圧迫負荷を加えており、圧痛強度を「痛みが全くない：0」、
「弱い圧痛あり：1」、「強い圧痛あり：2」および「非常に強い圧痛あり：3」の 4
段階で検者が評価している。しかしこの検査は、筋の圧痛強度を検者の主観により
評価するもので検査経験を必要とする。検査経験を必要とせず、かつ簡便に筋の圧
痛強度を評価する手法の開発が望まれる。 
 
1-3．腰痛の予防・改善対策 
 厚生労働省の「職場における腰痛予防対策指針」（平成 25 年）19)では、職場での
腰痛予防対策として、作業管理、作業環境管理、健康管理及び労働衛生教育の実施
があり、この中で健康管理及び労働衛生教育は、①腰痛が発生している作業内容や
作業環境、腰痛の発生原因等の調査、②腰痛発生要因の特定及びリスクの見積り、
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③腰痛発生要因の低減措置（作業方法や作業環境の改善、補助機器や福祉用具の使
用など）、④腰痛予防体操、の 4 項目を挙げており、実施に当たっては、十分な知
識と経験のある産業医や事業場外部の専門家等に講師を依頼したり、連携して研修
を実施することが望ましく、教育時には視聴覚機器を使用し、グループワーク、討
議等の方法を取り入れて、教育効果が上がるように工夫することが望ましいとされ
ている。その中で、腰痛予防体操は、椅子や机を使用した事務作業スペースでの腹
筋、背筋の強化や下肢のストレッチングを紹介している。その他の腰痛予防体操で
は、骨盤前傾を減少させる骨盤回旋運動、腸腰筋や腰背筋の伸展運動や腹筋強化運
動などを行う Williams 法があり、これらの運動を職場に取り入れた腰痛の改善効
果の報告が散見される 20,21)。しかし、このような腰痛の予防体操は数種類の体操か
らなり、正しい体操手法で行う必要があることから、時間がかかり継続して行うこ
とが困難であると考えられる。より簡単で継続しやすい体操として、小山内と佐野
ら 5)は体幹筋の十分な収縮と伸展を目的とした臥位での「背反らし」体操と「背伸
ばし」体操が腰痛症と頚肩腕症候群、および全身の循環動態の改善に有効であるこ
とを報告している。この体操は 2 つの動きのみで構成されているため簡単で覚えや
すいという利点があり、椎間関節の可動域までしっかり動かし、靭帯の弾力性を養
うことが期待できる。また、事務所や船舶内などの狭い環境下では、特に簡単に実
施できる体操が期待され、佐野 22)は事務所や船舶内でも簡単に実施できる立位で
の体操を提案している。しかし、この立位体操の腰痛改善効果を検討した報告はみ
られないため、立位体操による腰痛の改善効果の有効性を確たるものとすべく立位
体操の有効性を検討する必要があると思われる。 
 
1-4．先行研究の課題 
腰痛の評価としての筋等の圧痛強度を指標とした徒手圧痛検査は、検者の母指を
用いた検査であり、検者の主観により圧痛強度の評価がなされ、適確に筋等への圧
迫が行われることや、母指からの感覚情報に頼って圧痛状況の把握を行うなどの経
験が必要な点に難がある。そこで、検査手法の経験が少なく、比較的簡便に圧痛検
査が可能と思われる市販の圧痛計機器を用いて筋の圧痛強度の評価が出来るので
はと考えた。しかし、臨床現場等ではこの圧痛計機器は筋の痛み緩和の為の鎮痛剤
使用前後や筋へのマッサージ前後での疼痛閾値への影響を測定する為に使用され
る程度に過ぎない 23,24)。また、市販の圧痛計は圧迫部位の形状が尖っており、痛み
を誘発させる機器である。この圧迫部位の形状を徒手圧痛検査の母指による圧迫に
近い感覚に改良を加えることで筋の圧痛強度として評価できるのではと考えた。腰
痛予防体操 1,19)は、正しい体操手法で行う必要があることと、数種類の体操からな
るため時間もかかり、体操の出来る十分な場所の確保など継続して行うことが困難
であることが考えられる。そこで小山内と佐野ら 5)は臥位での「背反らし」体操と
「背伸ばし」体操の有用性を報告している。しかし臥位を確保出来にくい環境も想
定されることから、佐野 22)は事務所や船舶内などの狭い環境下でも簡単に実施で
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きる立位での体操を提案しているが、その有効性の報告は見られない。本調査では、
場所を選ばずに何処でも出来る立位での体操の効果が腰痛の予防・改善対策として
有効であるならば、様々な労働環境下で実施できると思われる。 
 
2．研究の目的 
本研究では、圧痛計による圧痛強度評価手法が徒手圧痛検査同様に評価できるか
を検討する前に、先行研究による徒手による圧痛検査が有効であるかを検証する必
要があると考える。徒手圧痛検査の有用性が確認されれば、圧痛計検査による圧痛
強度評価と比較し、関連性を検討できると考え、本論第 2 章では船舶職員を対象に
腰部の愁訴調査を行うと共に腰部筋に徒手圧痛検査を実施し、愁訴と徒手圧痛検査
による圧痛強度との関連性を検討した。第 3 章では腰部筋に焦点を当て、圧痛計機
器の圧迫負荷部分に改良を加えて改良前後の疼痛に関する調査を行うと共に、腰部
筋への徒手圧痛検査の圧痛強度と改良した圧痛計による 5 種類の圧迫負荷の圧痛
検査の圧痛強度との関係から圧痛計検査としての至適圧迫負荷を検討する。第 4
章では、圧痛計検査の応用例として立位体操を介入させて、第 3 章で検討した圧痛
計による至適圧迫負荷での一過性および 1 カ月間の立位体操の効果と立位体操効
果からみた圧痛計検査の有用性の検討を行う。そして、最後の総合考察として、圧
痛計による圧痛強度評価の有用性と腰痛改善対策としての立位体操の有効性を検
討する。 
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第 2 章 
 
腰部の愁訴と徒手圧痛検査との関係 
 
1. 目的 
 本論第 1 章で述べた通り、腰痛や頚肩背部痛の圧痛を陽性の有無でなく、圧痛の
程度を圧痛強度から判断する圧痛検査の報告がある 1-3)。しかし、この検査は検者
が徒手にて筋に圧迫負荷をかけて主観により評価するものであり、検者により評価
に違いを生じる可能性があると思われ、この徒手による圧痛検査（以下、徒手圧痛
検査）が有効であるかを検証する必要があると考える。徒手圧痛検査の有用性が確
認されれば、第 1 章で述べた圧痛計での圧痛検査による圧痛強度評価と比較し、両
検査の関連性を検討できると考えられる。 
本章では、船舶職員（以下、船員）を対象に、腰部の凝り、張り、痛みなどの愁
訴調査を行い、腰部筋に徒手圧痛検査を実施し、愁訴と徒手圧痛検査による圧痛強
度との関連性を検討した。 
 
2．方法 
2-1．対象者および検者 
 対象者は、某船舶会社の船員で、2009 年 8 月と 2010 年 8 月～9 月の調査期間に
おいて、停泊中の船舶に乗船していた成人男女 152 名（平均 40.7±12.9 歳）である。
また、検者は徒手圧痛検査の経験豊富な運動生理学者 1 名である。 
 
2-2．愁訴調査の方法 
 愁訴調査は、現在の腰部に凝り、張り、痛みなどの愁訴の有無（「あり」、「なし」
の 2 択）を聴取した。 
 
2-3．徒手圧痛検査の方法 
徒手圧痛検査、対象者の検査姿勢、検査対象筋および圧痛強度評価は､佐野ら 2,3)
の方法に従った。対象筋への圧迫方法は、検者の母指にて徐々に対象筋へ圧迫負荷
を加える形で行った。対象者の検査姿勢は、対象者を椅子に腰掛けさせ、頭を下げ
て背中を丸めさせ、同時に上肢を下垂し肩の力を抜かせた状態である。圧痛検査対
象筋は腰部筋とし、左右の最長筋と左右の腸肋筋とした。最長筋への圧迫は、第 2・
3 腰椎間の外方から脊柱に向かって挟むように行い、腸肋筋への圧迫は、腸骨稜に
向かって押しつけるように圧迫を行った（本章末図 1）。 
徒手圧痛検査の圧痛強度は、「圧痛なし:0」、「弱い圧痛:1」、「強い圧痛:2」、「非
常に強い圧痛:3」の 4 段階法で検者が評価した｡また、圧痛強度評価は、検者によ
り各筋の左右の強い側で評価した｡ 
統計処理は SPSS ver.19 を使用し、危険率 5％未満を有意として χ2検定により愁
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訴の有無と筋の圧痛強度との関連性を検討した。 
 
3．結果 
 腰部の愁訴率は、152 名中で「愁訴あり」75 名（49.3％）、「愁訴なし」77 名（50.7％）
であった（本章末図 2）。 
表 1（本章末）は、対象とした船員 152 名に対する腰部の愁訴有無での徒手圧痛
検査による圧痛強度別人数割合を示している。対象者全体での人数割合は、「圧痛
なし：0」42 名（27.6％）、「弱い圧痛：1」36 名（23.7％）、「強い圧痛：2」26 名（17.1％）、
「非常に強い圧痛：3」で 48 名（31.6％）であった。腰部の愁訴あり者 75 名の圧
痛強度別人数割合は、「圧痛なし：0」6 名（8.0％）、「弱い圧痛：1」16 名（21.3％）、
「強い圧痛：2」15 名（20.0％）、「非常に強い圧痛：3」で 38 名(50.7％)であり、腰
部の愁訴なし者 77 名では、「圧痛なし：0」36 名（46.8％）、「弱い圧痛：1」20 名
（26.0％）、「強い圧痛：2」11 名（14.3％）、「非常に強い圧痛：3」10 名（13.0％）
であった。また図 3（本章末）は、対象者全体での徒手圧痛検査による各圧痛強度
別人数に対する腰部の愁訴あり者の圧痛強度別人数割合を示しており、「圧痛な
し：0」で 42 名中 6 名（14.3％）、「弱い圧痛：1」で 36 名中 16 名（44.4％）、「強い
圧痛：2」で 26 名中 15 名中（57.7％）、「非常に強い圧痛：3」で 48 名中 38 名（79.2％）
となっている。 
愁訴の有無と筋の圧痛強度との関連では、有意な関連性（χ2 = 38.802, P < 0.001）
が認められた。 
 
3．考察 
 船員 152 名を対象に、腰部の愁訴調査を行い、腰部筋に徒手圧痛検査を実施して
愁訴と徒手圧痛検査による圧痛強度との関連性を検討し、徒手圧痛検査の有用性に
ついて検討を行った。 
 腰部の愁訴率の結果は、「愁訴あり」者で 75 名（49.3％）、「愁訴なし」者で 77
名（50.7％）とそれぞれ約半数となっていた。本調査結果の「愁訴あり」者の愁訴
率が他の腰部の愁訴調査報告と比較して高いのか、低いのか、について、次の様に
考えられる。本章での愁訴調査では、「現在の腰部の凝り、張り、痛み」の有無に
ついて調査したが、他の先行研究による腰部の愁訴調査では、「1 カ月間に凝り、
張り、痛みがある」、「最近 1 カ月間に腰痛が発生したか」や「調査時に腰痛がある
か」、「凝り、張りや痛み」を聞いたり「痛み」のみを聞くなどがある。さらには愁
訴期間など一致した調査となっておらず単純には比較出来ないが、腰部の愁訴率は、
運輸業の列車やバスなどで約 3～5 割 4)、介護職で約 6 割 5)、トラック業で約 7 割
6)となっている。本調査での愁訴率は、特別に他の報告よりも高いとは言えず、同
じ職種の船員で報告している江原ら 7)の愁訴率では約 4～6 割であり本調査結果と
同程度の愁訴率であった。19 年振りに改訂となった厚生労働省の「職場における
腰痛予防対策指針」（平成 25 年）では、職場における腰痛は、特定の業種のみなら
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ず多くの業種及び作業において見られると報告されている。発生要因には、腰部に
静的あるいは動的な過度の腰部への負担による動作要因、温度、転倒の原因となる
床・階段の状態等の環境要因、体力、筋力、骨粗鬆症等の既往症などの個人的要因
があり、新たに改訂されて加えられた要因に、職場の対人ストレス等に代表される
心理・社会的要因があげられている。この様に、筋力を使う重労働、座りや腰曲げ
などでの長時間の姿勢保持や腰曲げ・捻り姿勢の繰りかえしなど、職業環境による
動作要因が腰痛に影響を及ぼしていることは分かっている 8,9)が、近年では、心身
の疲れや精神の疲れなどいわゆるストレスが腰痛と関連していることも明らかと
なってきた 5,10)。また、個人の生活習慣が腰痛を発症する要因となっているとの考
えから生活習慣と腰痛との関連を調査した報告もある。Breslow ら 11)は、身体的な
健康状態は①睡眠、②朝食、③間食、④肥満、⑤身体的な運動、⑥喫煙、⑦飲酒の
7 つの生活習慣と関係すると報告している。佐藤 4)は鉄道会社の列車運転、バス運
転、営業、事務や電気通信設備者などの腰痛と肥満・喫煙や飲酒習慣との関連を調
査し、富永ら 5)は適正な栄養摂取有無や間食などの食生活、喫煙や 30 分以上の運
動習慣などと腰痛との関連を調査したが、いずれも両者の関連性が認められなかっ
た。吉田 10)は客室乗務員を対象に腰痛発症状況や発症原因となるライフスタイル
について調査しており、腰痛発症は、睡眠時間の減少による影響のみでなく、それ
に人間関係のストレスや慢性的な肉体の疲労等が蓄積されて痛みなどの自覚症状
が現れると報告している。この様に、生活習慣の違いと腰痛との関連はみられない
ことから、職場環境が腰痛に影響していると考えられる。富永ら 5)の作業姿勢によ
る腰痛発症原因を質問した調査では、中腰、同一姿勢、持ちあげ、座位、重量物運
搬や体捻が上位にあげられている。甲田ら 12)の看護婦の腰痛有訴者と非有訴者と
の比較では、不自然な作業姿勢や動作、重量物の取扱い頻度や取扱い重量、交代勤
務の作業条件や心理的・精神的負担が腰痛の発症に強く関係していることが報告さ
れている。本章での愁訴調査は、職務中での限られた空き時間内で調査しなければ
ならず詳細な検討には至らなかったが、先行研究による生活習慣、作業姿勢や心理
的調査などの影響による腰痛発症要因を考えると、本調査においても静的な長時間
の立位や座位姿勢、中腰や重量物運搬などの腰部に負担のかかる作業姿勢が腰部の
凝り、痛みなどの自覚症状を招いていると思われる。それに職場環境の人間関係の
心理的ストレスなどが加わることも発症の引き金ともなり、慢性的な身体的・心理
的疲労が蓄積されて腰痛が顕在化すると推察できる。 
これまでに、筋の徒手による圧痛検査を用いた研究は複数みられる 13,14,15)が、そ
の検査法は圧迫による筋の痛みを「ある」、「なし」での評価に留まっている。本調
査は、筋の圧痛を圧痛強度で評価した報告 2,3,7)に準じて行っている。佐野ら 2)は、
体操競技選手と介護職における腰部筋や脊椎棘突起の圧痛と腰痛との関係につい
て、江原ら 7)は、船員を対象に体操導入による腰部等の愁訴改善調査と共に腰部
筋・脊椎棘突起の圧痛検査を実施しており、筋等の圧痛強度を圧痛が「なし」、「弱
い」、「強い」および「非常に強い」と 4 段階で評価し、体操競技選手と介護職、船
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員のいずれも圧痛強度が強いほど腰痛症状の訴え率が高いことを報告している。こ
の徒手圧痛検査は、硬化緊張し血流阻害により疲労物質や発痛物質が蓄積されてい
る凝りや張りなどがみられる筋部に圧迫を加えると痛みを生じるとの考えから腰
痛等の評価に有用とされている 3)。本調査の圧痛検査の対象筋は先行研究 2,3,7)の腰
部筋と同じ最長筋と腸肋筋であるが、これらの筋は脊椎棘突起・横突起から仙骨な
どに付着部を持つ体幹筋である。座り作業や腰曲げ作業などでの長時間の姿勢保持
などによる筋緊張の多い職場環境等が体幹筋の十分な収縮と伸展の不足となり、体
幹筋の硬化緊張を招き、結果として体幹筋の凝り、張りおよび痛みを生じさせるこ
とになる 1,2,13)。本調査での「愁訴なし」者でも腰部筋に圧痛がみられている。こ
れは、現在の職場環境や日々の生活環境での作業姿勢が体幹筋の硬化緊張を招く予
兆（腰部の愁訴の自覚は無いが次第に体幹筋の硬化緊張が生じつつある）でると考
えられる 2)。また、「愁訴あり」者で「圧痛なし：0」が 6 名（8.0％）いたが、現在
は愁訴のみの自覚に留まっているが、筋の硬化緊張による期間が長くなるにつれ、
少しでも身体状態の悪化を招くと筋の圧痛症状が現れると考えられる 3)。 
本調査の「愁訴あり」者の腰部筋への徒手圧痛検査は佐野ら 2,3)や江原ら 7)の報告
と同じく、圧痛強度が強くなるに従い該当人数（訴え率）が増加しており、愁訴の
有無と筋の圧痛強度との関連は、0.1％水準で有意に関連性を認めていることから、
腰部の「愁訴あり」者で圧痛強度が強く現れ、「愁訴なし」者で弱く現われると考
えられる。従って腰部の愁訴と本調査での腰部筋への徒手圧痛検査の関連性が認め
られ、先行研究による結果を踏まえると徒手圧痛検査の有用性が示唆された。そこ
から、本徒手圧痛検査は、腰部の圧痛強度をみる圧痛検査として有用であると考え
られる。 
 
4．結論 
 本章の目的は、船員 152 名を対象に、腰部の愁訴調査を行い、腰部筋に徒手圧痛
検査を実施して愁訴と徒手圧痛検査による圧痛強度との関連性を検討し、徒手圧痛
検査の有用性について検討することである。それらの結果は、以下の 2 点があげら
れる。 
 1．本調査による船員の腰部の愁訴は、約 5 割であった。同じ職種の船員で報告
されている腰部の愁訴の調査結果と同程度の愁訴率であった。 
2．本調査の徒手圧痛検査では、先行研究同様に筋の圧痛強度が強くなるに従い
該当人数（訴え率）が増加しており、愁訴の有無と筋の圧痛強度との有意な関連性
（χ2 = 38.802, P < 0.001）が認められた。 
先行研究の徒手圧痛検査を検証した結果は、腰部の圧痛強度をみる圧痛検査とし
て有用であると考えられる。 
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図 1. 腰部筋の徒手圧痛検査 
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図 2. 腰部の愁訴率 
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表 1．腰部の愁訴有無での徒手圧痛検査による圧痛強度別人数割合 
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図 3. 腰部の愁訴あり者の徒手圧痛検査による圧痛強度別人数割合 
  
16 
 
第 3 章 
 
腰部筋における圧痛計検査法の開発 
 
1．目的 
 本論第 1 章で述べた通り、腰や肩の凝りや痛みの検査として、手技による筋・腱・
脊椎棘突起の圧痛検査がよく行われており、小山内ら 1)、佐野ら 2,3,4)や白石ら 5)が
その有効性を報告している。この手技による徒手圧痛検査（以下、徒手圧痛検査）
は、比較的容易に実施できる検査であるが、検者の主観による検査であり、適確に
筋等への圧迫が行われることや、母指からの感覚情報に頼って圧痛状況の把握を行
うなどの経験が必要となる。 
筋等の圧痛を検査するための機器としては、圧痛計機器が市販されている。しか
し、これらの検査機器は、筋の痛み緩和の為の鎮痛剤使用前後や筋へのマッサージ
前後での疼痛閾値への影響をみる為に使用される程度に過ぎない 6,7)。また、本章
で検討する圧痛計は圧迫部位の形状が尖っており、痛みを誘発させる機器である。 
そこで本章では、腰部筋に焦点を当てて、検討 1 として、圧痛計機器の圧迫負荷
部分に改良を加えて、改良前後の疼痛に関する調査を行うこと、検討 2 として腰部
筋への徒手圧痛検査の圧痛強度と改良した圧痛計による 5 種類の圧迫負荷の圧痛
検査（以下、圧痛計検査）の圧痛強度との関係から、圧痛計検査としての至適圧迫
負荷を検討し、腰部筋における圧痛計検査法の開発を目的とした。 
 
2．方法 
検討 1 圧痛計改良前後における圧迫感覚の検討 
2-1-1．圧痛計の改良点 
本調査で使用した圧痛計は、松宮医科精器製作所製で、圧迫負荷の計測が 10.0 kg
まで可能である（本章末図 1）。この圧痛計による腰部筋への圧迫負荷部分の改良
に当たり、徒手圧痛検査の母指による圧迫感覚に近づける為に、臨床経験 5 年以上
の柔道整復師 6 名（平均 29.7±4.9 歳）の母指面積を求めた。母指面積は腰部筋に
指圧を行う要領で左右の母指で方眼紙に圧迫負荷を加えさせた際の母印から算出
した。6 名の平均母指面積は、3.4 cm2 であった。以上の点を踏まえて、圧痛計の圧
迫負荷部分の改良を以下の様に行った。 
 
改良 1．従来の圧迫負荷部分を取り外して、6 名の平均母指面積に近似する直径
2.0 cm のアルミ製の円形平板を作成し、それを圧迫負荷部分として取り付けた。ア
ルミ製の円形平板は、八幡ねじ社製（厚さ 1 mm）を使用した。 
 
改良2．アルミ製円形平板にスポンジを貼付した。スポンジは、光社製（厚さ 5 mm、
直径 2.0 cm）を用いた。 
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2-1-2．改良前後の検討内容 
改良前後の検討内容は、腰部筋への圧迫感覚であり、①何の感覚もない、②1 点
で押される感覚、③刺すような痛みがある、④その他の感覚（自由記載）の 4 項目
についてで、重複回答ありとした。また、母指による圧迫に近い感覚の「有り」の
回答についても聴取した。 
 
2-1-3．腰部筋への圧痛計検査 
 検査における姿勢、対象筋および圧痛計による圧迫方法は、佐野ら 2,3,4)の徒手検
査の方法に準じた。検査姿勢は、被験者を椅子に腰掛けさせ、頭を下げて背中を丸
めさせ、上肢を下垂させて肩の力を抜かせた状態とした（本章末図 2）。対象筋は
左右の最長筋および腸肋筋起始部（以下、腸肋筋）とし、最長筋の圧迫は、第 3・
4 腰椎間の高さで筋を側方から脊柱に向かって押しつけるように行い、腸肋筋の圧
迫は、腸骨稜に向かって押しつけるようにして行った（本章末図 2）。また、圧痛
計による圧迫負荷方法は、徐々に腰部対象筋へ 10.0 kg まで負荷をかけた。 
 
2-1-4. 被験者 
被験者は成人男女 8 名（平均 25.3±2.7 歳）であり、検者は 10 年以上の施術経験
のある柔道整復師 1 名である。調査期間は、2011 年 7 月～8 月であり、某大学の研
究室にて被験者の都合の良い時間帯である。 
 
検討 2 腰部筋における徒手圧痛検査法と圧痛計検査法との関係 
2-2-1．検者および被験者 
徒手圧痛検査および圧痛計検査を行った検者は検討 1 と同様 10 年以上の施術経
験のある柔道整復師 1 名である。徒手圧痛検査および圧痛計検査を受けた被験者は
本調査の趣旨に同意した成人男女 33 名（平均 22.7±3.3 歳）であった。調査期間等
は、検討 1 と同期間の 2011 年 7 月～8 月であり、某大学の研究室にて被験者の都
合の良い時間帯である。 
 
2-2-2．腰部筋の圧痛検査 
本調査では、筋を徐々に圧迫し、最大圧迫に至るまでに圧痛強度を検者が評価す
る徒手圧痛検査法と、検者が圧痛計を用いて筋に一定な圧迫負荷を加えた際の圧痛
強度を被験者が評価する圧痛計検査法を実施した。両検査での姿勢、対象とした腰
部筋および筋の圧迫方法等は、検討 1 と同様に佐野ら 2,3,4)の手技検査の方法に準じ
た。 
徒手圧痛検査における圧痛強度は、佐野ら 10)の方法に準じて、「圧痛なし：0」、
「弱い圧痛あり：1」、「強い圧痛あり：2」、「非常に強い圧痛あり：3」の 4 段階（以
下、圧痛強度を 0～3 の数字のみで記す）で検者が評価した。 
圧痛計検査による圧痛計機器は検討 1 で改良したものを用いた（本章末図 3）。 
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圧痛計による 5 種類の圧迫負荷は、2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg
とした。各圧迫負荷による圧迫は、約 2 秒間で目標の負荷まで到達するようにした。
圧痛計検査における圧痛強度は佐野ら 3)の圧痛スケールを用いて、「全く痛みがな
い：0」から「耐えられない痛み：10」の数値で被験者に評価させ、それを聴取し
た（本章末表 1）。 
本徒手圧痛検査および 5 種類の圧迫負荷による圧痛計検査は、それぞれの検査で
同一の部位を圧迫できるように、サインペンで皮膚に印を付けて行った。各検査は
被験者に対しランダムに行い、また各検査間の時間を 2 時間以上取り、検査対象筋
に圧迫による余韻のないことや異常感覚のないことを確認して行った。 
なお各検査の際に、皮膚の引きつり等の対象筋以外による疼痛の有無についても
聴取した。 
 
2-2-3．統計処理等 
統計処理は、圧痛計検査の圧迫負荷別にみた圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧
痛強度との相関を Spearman の順位相関係数にて 5 ％未満を有意として行った。ま
た、各腰部筋での徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫負荷別の
圧痛スケール値を平均値と標準偏差で表し、各圧痛強度（群間）の平均値の差の検
定は一元配置分散分析および多重比較（Tukey 法）にてそれぞれ危険率 5 ％未満を
有意とした。統計解析ソフトは、SPSS ver.19 を用いた。 
 
3．結果 
検討 1 圧痛計の改良前後における圧迫感覚の検討 
 圧痛計による腰部筋の圧迫感覚に関する圧痛計の改良前後の検討結果を表 2（本
章末）に示す。 
改良前では、「③刺すような痛みがある」8 名（100％）、「④その他の感覚‘皮膚
の痛みがある’」4 名（50％）であったが、改良 1 では「②1 点で押される感覚」1
名（12.5％）、「③刺すような痛みがある」3 名（37.5％）、「④その他の感覚」の‘皮
膚の痛みがある’4 名（50％）および‘筋の圧痛を自覚する’4 名（50％）となり、
改良 2 では「②1 点で押される感覚」4 名（50％）、「④その他の感覚」の‘皮膚の
痛みがある’1 名（12.5％）および‘筋の圧痛を自覚する’7 名（87.5％）となった。 
 母指による圧迫に近い感覚の有りの回答は、改良前では 0 名であったが、改良 1
では 4 名（50％）、改良 2 では、8 名全員となった。 
 
検討 2 腰部筋における徒手圧痛検査法と圧痛計検査方法との関係 
3-2-1．各腰部筋における圧痛計検査の圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧痛強度
との関係 
図 4～7（本章末）は、各腰部筋における圧痛計検査の圧迫負荷別にみた圧痛ス
ケール値と徒手圧痛検査の圧痛強度との相関を示してある。 
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 最長筋左では圧迫負荷2.5 kgで r = 0.440（p < 0.05）、5.0 kgで r = 0.634（p < 0.001）、
7.5 kg で r = 0.729（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.694（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.647
（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、特に圧迫負荷 7.5 kg に強い
関係が示された。最長筋右では、圧迫負荷 2.5 kg で r = 0.615（p < 0.001）、5.0 kg で
r = 0.836（p < 0.001）、7.5 kg で r = 0.759（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.771（p < 0.001）、
10.0 kg で r = 0.722（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、圧迫負荷
10.0 kg、7.5 kg、8.5kg 、5.0 kg の順に強い関係が示された。 
腸肋筋左は、圧迫負荷 2.5 kg で r = 0.499（p < 0.01）、5.0 kg で r = 0.684（p < 0.001）、
7.5 kg で r = 0.790（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.633（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.670
（p < 0.001）と、いずれも有意な正の相関関係を認め、特に圧迫負荷 7.5 kg に強い
関係が示された。腸肋筋右は、圧迫負荷 5.0 kg で r = 0.658（p < 0.001）、7.5 kg で r = 
0.807（p < 0.001）、8.5 kg で r = 0.806（p < 0.001）、10.0 kg で r = 0.782（p < 0.001）
と、圧迫負荷 2.5 kg を除いた全ての圧迫負荷に有意な正の相関関係を認め、圧迫負
荷 10.0 kg 、8.5 kg、7.5 kg の順に強い関係が示された。 
 
3-2-2．各腰部筋での徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫負荷
別の圧痛スケール値 
 表 3～6（本章末）は各腰部筋での徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査
による圧迫負荷別の圧痛スケール値の平均値と標準偏差、分散分析および多重比較
の結果である。また、図 8、9（本章末）はそれを図示したものである。 
 最長筋の左右は圧痛計検査における圧迫負荷 2.5 kgを除いた 5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg、
10.0 kg に、徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査
における圧痛スケール値が大きくなった（本章末図 8）。一元配置分散分析の結果
は、左では圧迫負荷 5.0 kg が 1 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％水
準で、右では 2.5 kg が 1 ％水準で、5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％
水準で、それぞれ有意であった。多重比較の結果は、左の 5.0 kg では徒手圧痛強度
「0」と「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05）、7.5 kg および 8.5 kg では、「0」と
「2」および「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.001）、10.0 kg では、「0」と
「2」および「3」間に、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.01）それぞれ有意差を認め
た（本章末表 3）。右では 2.5 kg で「0」と「3」間に、「1」と「3」間に、「2」と「3」
間に（p < 0.05）、5.0 kg では「0」と「2」および「3」間に、「1」と「3」間に、「2」
と「3」間に（p < 0.05～0.001）、7.5 kg では「0」と「2」および「3」間に、「1」と
「2」および「3」間に（p < 0.05～0.001）、8.5 kg では「0」と「2」および「3」間
に、「1」と「3」間に（p < 0.01～0.001）、10.0 kg では「0」と「2」および「3」間
に、「1」と「2」および「3」間にそれぞれ有意差（p < 0.05～0.001）を認めた（本
章末表 4）。 
腸肋筋の左は圧痛計検査における圧迫負荷 7.5 kg で徒手圧痛検査の圧痛強度が
強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケール値が大きくなったが、それ以外の負荷で
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はならなかった（本章末図 9）。腸肋筋の右は圧迫負荷 2.5 kgを除いた 5.0 kg、7.5 kg、
8.5 kg、10.0 kg で徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケ
ール値が大きくなった（本章末図 9）。一元配置分散分析の結果は、腸肋筋の左で
は圧迫負荷 5.0 kg が 5 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％水準で、腸
肋筋の左では圧迫負荷 5.0 kg が 1 ％水準で、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg が 0.1 ％
水準でそれぞれ有意であった。多重比較の結果は、腸肋筋の左では 5.0 kg と 7.5 kg
が「0」と「3」間、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.001）、8.5 kg が「0」と「3」間、
「1」と「2」および「3」間に（p < 0.05～0.01）、10.0 kg が「0」と「2」および「3」
間、「1」と「2」および「3」間に（p < 0.01～0.001）、腸肋筋の右では 5.0 kg が「0」
と「3」間、「1」と「3」間に（p < 0.05～0.01）、7.5 kg と 8.5 kg および 10.0 kg では
「0」と「2」および「3」間、「1」と「3」間に（p < 0.01～0.001）、それぞれ有意差
を認めた（本章末表 5、6）。 
 
3-2-3．各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外の疼痛有無 
表 7（本章末）は、各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した皮膚の引
きつり等による対象筋以外の疼痛の有無率を示している。最長筋（左右）および腸
肋筋（左右）共に、徒手圧痛検査および圧痛計検査の圧迫負荷 2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg
では、疼痛有りが 0 名（0％）であったが、8.5 kg および 10.0 kg では、20 名（約
60.6％）であった。 
 
4．考察 
検討 1 圧痛計の改良前後における圧迫感覚の検討 
検討 1 では、従来の圧痛計による腰部筋への圧迫の感覚を徒手検査の母指による
圧迫の感覚に近づけるために、従来の圧痛計おける皮膚への接触部分の改良を試み
た。その結果をみると、改良前は、圧痛計で圧迫した際に「刺すような痛み」およ
び「皮膚の痛み」を訴える率が高かったが、改良 1 の母指面積に近似する直径 2.0 cm
のアルミ製の円形平板の取り付け、さらに改良 2 のアルミ製円形平板にスポンジを
貼り付けたことにより、その訴え率が低下した一方、「1 点で押される感じ」およ
び「筋の圧痛を自覚」の訴え率が上昇した。また、改良前に比べ、改良 1 それより
は改良 2 で、徒手検査による母指の圧迫に近い感覚を示す者の割合が増加した。よ
って、今回の改良により圧痛計の皮膚接触部分は徒手検査の母指による圧迫により
近づいたものと言え、その改良は有効であったと考えられる。 
 
検討 2 腰部筋における徒手圧痛検査法と圧痛計検査方法との関係 
検討 2 では、検討 1 において、改良 2 とした圧痛計おける皮膚への接触部分にア
ルミ製円形平板にスポンジを貼り付けるという改良を行った圧痛計を用いて、腰部
筋への徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計による 5 種類の圧迫負荷での圧痛強度と
の関係を検討した。 
  
21 
 
圧痛計検査の圧迫負荷別にみた圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧痛強度との
関係は以下の 1)～5)の様に考えられる。 
1) 圧痛計による圧迫負荷 2.5 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より腸肋筋右で有意な相関が認められず、
最長筋左に 5％未満で、腸肋筋左に 1％未満で、最長筋右に 0.1％未満で有意な相関
が認められたが、全ての腰部筋の図 3～6（本章末）から左上方にデータの散布の
偏りがみられた。徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫負荷別の
圧痛スケールを平均値と標準偏差で示した図 8、9（本章末）では、徒手圧痛検査
の圧痛強度「0」と「1」で左右の最長筋と腸肋筋左で圧痛計における圧痛スケール
の値が共に「0」、腸肋筋右で圧痛強度「0」と「2」で圧痛計における圧痛スケール
の値が共に「0」と圧痛強度が強いほど圧痛スケールが順に高くならなかった。ま
た、非常に強い圧痛を示す圧痛強度「3」に相当する圧痛スケールの値が最長筋左
で「0.86」、最長筋右で「1.38」、腸肋筋左で「1.14」、腸肋筋右で「0.54」と低い値
を示し、この圧痛スケール値では圧痛強度評価に比べ圧痛スケール値が低いことが
考えられる。分散分析の結果では、最長筋右を除いた全ての対象筋で有意差が認め
られず、圧痛計による圧迫負荷別の徒手圧痛検査における各圧痛強度間の多重比較
の結果では、全ての圧痛強度間で有意差が認められなかった。また、表 7（本章末）
の各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外による疼痛有無
結果では、対象筋以外の疼痛の発生が全く無かったことから、圧痛計の圧迫負荷
2.5 kg では圧迫負荷が弱いことが考えられ、腰部筋の圧痛強度を上手く反映してい
ないことが考えられた。 
2) 圧痛計による圧迫負荷 5.0 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より全ての腰部筋に 0.1％水準で有意な相
関を認めたが、全ての腰部筋の相関図から左上方にデータの散布の偏りがみられた。
徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫負荷別の圧痛スケールを
平均値と標準偏差で示した図 8、9（本章末）では、腸肋筋左で徒手圧痛検査の圧
痛強度「0」と「1」で圧痛計における圧痛スケールの平均値が共に「0.17」と圧痛
強度が強いほど圧痛スケールが順に高くならなかった。また、非常に強い圧痛を示
す圧痛強度「3」で圧痛スケールの値が最長筋左で「3.86」、最長筋右で「3.88」、腸
肋筋左で「3.71」、腸肋筋右で「2.85」と表 1（本章末）に示した圧痛スケールの「弱
い痛みがある：3」前後であり、この圧痛スケール値では圧痛強度に比べ圧痛スケ
ール値が低いことが考えられる。また、分散分析の結果では、全ての対象筋で有意
差が認められ、圧痛計による圧迫負荷別の徒手圧痛検査における各圧痛強度間の多
重比較の結果では、有意差が認められたものもあった。しかし、表 7（本章末）の
各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外による疼痛有無結
果では、対象筋以外の疼痛の発生が全く無かったことから、圧痛計の圧迫負荷 5.0 
kg では圧迫負荷が弱いことが考えられ、圧痛強度を上手く反映していないと考え
られた。 
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3) 圧痛計による圧迫負荷 7.5 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より全ての腰部筋に 0.1％水準で有意な相
関が認められ、全ての腰部筋の相関図からデータの偏りの少ない散布が示されてい
ると考えられた。これは、徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫
負荷別の圧痛スケールを平均値で示した図 8、9（本章末）で、全ての腰部筋で圧
痛計検査における各圧迫負荷において徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度が
強くなるほど、圧痛計検査における圧痛スケール値が段階的に大きくなっており、
圧痛強度を上手く反映していると考えられる。分散分析の結果では、全ての対象筋
に 0.1％水準で有意差が認められ、圧痛計による圧迫負荷別の徒手圧痛検査におけ
る各圧痛強度間の多重比較の結果では、有意差が認められたものもあった。しかし、
表 7（本章末）の各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外に
よる疼痛有無結果では、対象筋以外の疼痛の発生が全く無かったことも踏まえると、
圧痛計の圧迫負荷 7.5 kg は圧痛強度を上手く反映していると思われ、腰部筋の圧痛
検査としての圧痛評価がなされていたと考えられた。 
4) 圧痛計による圧迫負荷 8.5 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より全ての腰部筋に 0.1％水準で有意な相
関が認められ、全ての腰部筋の相関図からデータの偏りの少ない散布が示されてい
ると考えられた。これは、徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫
負荷別の圧痛スケールを平均値で示した図 8、9（本章末）で、腸肋筋左を除いた
腰部筋で圧痛計検査における各圧迫負荷において徒手圧痛検査における 4 段階の
圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査における圧痛スケール値が段階的に大きくな
っている。しかし、腸肋筋左では、徒手圧痛検査の圧痛強度「0」で圧痛スケール
の平均値が「3.83」、圧痛強度「1」で圧痛スケールの平均値「3.50」であり、圧痛
強度に応じた圧痛スケール値を段階的に示されず、表 1（本章末）に示した圧痛ス
ケールの「弱い痛みがある：3」程度と徒手圧痛検査の圧痛強度評価と隔たりがみ
られた。また、分散分析の結果では、全ての対象筋に 0.1％水準で有意差が認めら
れ、圧痛計による圧迫負荷別の徒手圧痛検査における各圧痛強度間の多重比較の結
果では、有意差が認められたものもあった。しかし、表 7（本章末）の各腰部筋の
各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外による疼痛有無結果では、対象
筋以外の疼痛の発生が 33 名中 20 名（約 60.6%）に認められた。これらのことから、
データの偏りの少ない散布が示されたが、圧痛計の圧迫負荷 8.5 kg は圧迫負荷が強
いことが伺われ、腰部筋の圧痛検査としての圧痛評価を上手く反映していないと考
えられた。 
5) 圧痛計による圧迫負荷 10.0 kg 
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関より全ての腰部筋に 0.1％水準で有意な相
関が認められ、全ての腰部筋の相関図からデータの偏りの少ない散布が示されてい
ると考えられた。これは、徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧迫
負荷別の圧痛スケールを平均値で示した図 8、9（本章末）で、腸肋筋左を除いた
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腰部筋で圧痛計検査における各圧迫負荷において徒手圧痛検査における 4 段階の
圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査における圧痛スケール値が段階的に大きくな
っている。しかし、腸肋筋左で圧痛強度「0」で圧痛スケールの平均値「5.00」、圧
痛強度「1」で圧痛スケールの平均値「4.83」と圧痛強度に応じた圧痛スケール値
が段階的に示されず、また表 1（本章末）に示した圧痛スケールの「5」程度と徒
手圧痛検査の圧痛強度評価と隔たりがみられた。また、分散分析の結果では、全て
の対象筋に 0.1％水準で有意差が認められ、圧痛計による圧迫負荷別の徒手圧痛検
査における各圧痛強度間の多重比較の結果では、有意差が認められたものもあった。
しかし、表 7（本章末）の各腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象
筋以外による疼痛有無結果では、対象筋以外の疼痛の発生が 33 名中 20 名（約
60.6%）に認められた。これらのことから、データの偏りの少ない散布が示された
が、圧痛計の圧迫負荷 10.0 kg は圧迫負荷が強いことが伺われ、腰部筋の圧痛検査
としての圧痛評価を上手く反映していないと考えられた。 
 
圧痛計検査としての至適圧迫負荷の検討 
前項の圧痛計検査の圧迫負荷別にみた圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧痛強
度との関係を踏まえて、圧痛計検査としての至適圧迫負荷を検討すると、全腰部筋
で徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケール値が段階的
に大きくなったのは、圧迫負荷 7.5 kg のみである。その他の圧迫負荷では、2.5 kg
の全腰部筋、5.0 kg および 10.0 kg の腸肋筋左において圧痛強度が強いほど圧痛ス
ケール値が段階的に高くならず同じスケール値を示した箇所があったことや、圧迫
負荷 2.5 kg と 5.0 kg では、徒手検査の圧痛強度に比べ圧痛スケール値が全腰部筋で
低く、8.5 kg と 10.0 kg では逆に高くなっているなど、圧痛強度に応じた圧痛スケ
ール値を示していなかった。さらに、圧痛計検査の圧痛スケール値と徒手圧痛検査
の圧痛強度との関係において全対象筋に 0.1％水準で有意な強い関係（r = 0.729～
0.807）が認められたのは、圧迫負荷 7.5 kg のみであった。また、分散分析におい
て全対象筋に 0.1％水準で有意であったのは圧迫負荷 7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg
であり、多重比較の結果は最長筋左と腸肋筋左右の圧迫負荷 2.5 kg で有意差が認め
られず、他の圧迫負荷に有意差が認められたもの、認めないものなどあった。しか
し、圧痛検査における対象筋以外の疼痛有無の聴取から徒手圧痛検査および圧痛計
検査の圧迫負荷 2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg では、疼痛有りの者が全員いなかったのに対
し、8.5 kg および 10.0 kg では 20 名（約 60.6％）いたことを考えると、圧迫負荷 2.5 
kg と 5.0 kg は圧迫負荷が弱いため圧痛強度を段階的に示すことが難しく、逆に 8.5 
kg と 10.0 kg は圧迫負荷が強いため対象筋以外の痛みを生じる危険性があると考え
られる。従って、本調査の圧痛計による 5 種類の圧迫負荷の中では 7.5 kg が圧痛計
による圧痛検査の負荷として最も適している負荷と考えられる。 
これまでに、最長筋、腸肋筋、僧帽筋や頚肩部の脊椎棘突起部の検者の徒手によ
る「圧痛なし:0」から「非常に強い圧痛：3」までの 4 段階法の圧痛強度評価と「全
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く痛みがない：0」から「耐えられない痛み：10」までの 10 点法による圧痛スケー
ル評価についての有効性を示した報告がある 1-4)。この報告では、検者の母指にて
筋等への圧迫負荷をかけて圧痛強度を評価しており、適確に筋等への圧迫が行われ
る様にするために経験を必要とする。しかし、柔道整復師などの徒手療法に秀でた
者では、徒手圧痛検査を短時間で習得でき、また本調査の圧痛計による圧痛検査手
法では、軽量で簡便に検査が行える手法であることから、圧迫部位の選定、圧迫負
荷のタイミングなど検査のポイントを教わることによって短時間で容易に誰もが
圧痛検査の技術を習得できると考えられる。従って、徒手圧痛検査同様に本研究で
の 7.5 kg 圧迫負荷による圧痛計検査は、筋の圧痛強度を評価する上で接骨院等の臨
床現場や事務内や船舶内など狭小な作業環境の場などで出来る簡便で有用な検査
だと考えられることから、今後、著者は開発した圧痛計検査法の有用性についてさ
らに検討し、筋の圧痛計検査の応用報告を行い、汎用性を高めていきたい。 
 
5．結論 
 本章の目的は、検討 1 として、成人男女 8 名（平均 25.3±2.7 歳）を対象に従来
の圧痛計機器の圧迫負荷部分に直径 2.0 cm のアルミ製円形平板を取り付け、さら
にその円形平板にスポンジを貼付ける改良を加えて、改良前後の疼痛に関する調査
を行うこと、検討 2 として、成人男女 33 名（平均 22.7±3.3 歳）を対象に腰部筋（最
長筋および腸肋筋）における徒手圧痛検査の圧痛強度と改良を加えた圧痛計による
圧痛検査の圧痛強度との関係を検討することであった。検討 1 および検討 2 の検者
は、何れも 10 年以上の施術経験のある柔道整復師 1 名である。その結果は以下の
様にまとめられる。 
 
検討 1  
圧痛計の改良前後の腰部筋への圧迫感覚に対する回答として、「刺すような痛み
がある」と答えた者は、改良前の 8 名（100％）が改良後に 0 名（0％）に、「皮膚
の痛みがある」と答えた者は 4 名（50％）が 1 名（12.5％）となった。一方、「1
点で押される感覚」と答えた者は 0 名（0％）が 4 名（50％）に、「筋の圧痛を自覚
する」と答えた者は 0 名（0％）が 7 名（87.5％）に、「母指による圧迫に近い感覚」
と答えた者は 0 名（0％）が 8 名（100％）となった。従って、圧痛計を改良したこ
とにより、改良 2 の圧痛計機器の圧迫負荷部分が徒手圧痛検査の母指の圧迫感覚に
近づいたとみられ、本改良は有効であったと考えられる。 
 
検討 2 
 腰部筋（最長筋および腸肋筋）における徒手圧痛検査の圧痛強度と改良を加えた
圧痛計による圧痛検査の圧痛強度との関係に関して、以下の 4 点があげられる。 
1. 圧痛計検査の圧痛スケール値と徒手圧痛検査の圧痛強度との関係は、圧迫負
荷 2.5 kg の腸肋筋（右）以外は、全てに r = 0.440～0.836（p < 0.05～0.001）の有意
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な正の相関関係が認められた。特に 7.5 kgの圧迫負荷では、全ての対象筋に r = 0.729
～0.807（p < 0.001）の強い相関関係が認められた。 
2. 徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計検査による圧痛スケール値との分散分析の
結果は、最長筋右の圧迫負荷 2.5 kg 以外は全対象筋の全ての負荷において 5％～
0.1％水準で有意であり、徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど圧痛スケール値
が大きくなる傾向がみられた。特に圧迫負荷 7.5 kg、8.5 kg、10.0 kg では全対象筋
に 0.1％水準で有意であった。 
3. 全腰部筋で徒手圧痛検査の圧痛強度が強くなるほど、圧痛計検査の圧痛スケ
ール値が段階的に大きくなったのは、圧迫負荷 7.5 kg のみであり、その他の圧迫負
荷では圧痛強度の強さに応じた段階的な圧痛スケール値が示されなかった。 
4. 圧痛検査における皮膚の引きつり等の疼痛の発生は、徒手圧痛検査および圧
痛計による 2.5～7.5kg の圧迫負荷の検査では全く認められなかったが、8.5 kg およ
び 10.0 kg の圧迫負荷の検査では 20 名（60.6％）に認められた。 
以上のことから、腰部筋における本圧痛計による圧迫負荷 2.5 kg と 5.0 kg は圧迫
負荷が弱いため圧痛強度を段階的に示すことが難しく、8.5 kg 以上の負荷になると、
皮膚の引きつり等の対象筋以外の疼痛の発生が多くの者に生じることから、5 種類
の負荷の中では 7.5 kg が最も良いと考えられる。 
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図 1. 圧痛計機器（圧痛計；松宮医科精器製作所製） 
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腸肋筋の圧痛検査
（腸骨稜に向かって押しつけるように圧迫）
最長筋の圧痛検査
（側方から脊柱に向かって挟むように圧迫）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2．圧痛計を用いた圧痛検査例 
被験者は頭を下げて背中を丸めさせ,また同時に上肢を下垂 
させて肩の力を抜かせた状態とする（先端部は改良前の形状）. 
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円形平板
スポンジ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3．圧痛計機器（圧痛計；松宮医科精器製作所製） 
先端部を改良：検査対象部位へアルミ性の円形板（実線矢印） 
とスポンジ（点線矢印）を取り付けた.  直径は各 20 mm. 
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表 1. 圧痛スケール 
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何の感覚も
自覚しない
1点で押さ
れる感覚
刺すような
痛みがある
その他の感覚
（皮膚の痛み）
その他の感覚
（筋の圧痛を自覚）
合計人(%)
改良前 　　0(0%) 　　0(0%) 　　8(100%) 　　　　4(50.0%) 　　　　0(0%) 8(100%)
改良1 　　0(0%) 　　1(12.5%) 　　3(37.5%) 　　　　4(50.0%) 　　　　4(50.0%) 8(100%)
改良2 　　0(0%) 　　4(50.0%) 　　0(0%) 　　　　1(12.5%) 　　　　7(87.5%) 8(100%)
圧痛計種類
各圧痛計による腰部筋の感覚（重複回答あり）
母指による圧迫に
近い感覚 (n=8)
有りの者
 0(0%)
　　4(50.0%)
　 8(100%)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表2. 改良前後の圧痛計による腰部筋の圧迫感覚と母指による圧迫に近い 
    感覚の有無の聴取（人数（％）） 
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2.5 kg 5.0kg 7.5 kg
8.5 kg 10.0 kg
r = 0.440
p < 0.05
n = 33
r = 0.634
p < 0.001
n = 33
r = 0.729
p < 0.001
n = 33
r = 0.694
p < 0.001
n = 33
r = 0.647
p < 0.001
n = 33
徒
手
圧
痛
検
査
の
圧
痛
強
度
（A
.U
.）
圧痛計検査の圧痛スケール値（A.U.）
縦軸
徒手圧痛検査の圧痛強度
横軸
圧痛計検査の圧痛スケール値
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4．最長筋（左）の圧痛計による各圧迫負荷別にみた徒手圧痛検 
査の圧痛強度との相関     （r：Spearman の順位相関係数）  
  
33 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.5 kg 5.0kg 7.5 kg
8.5 kg 10.0 kg
r = 0.759
p < 0.001
n = 33
r = 0.836
p < 0.001
n = 33
r = 0.615
p < 0.001
n = 33
r = 0.722
p < 0.001
n = 33
r = 0.771
p < 0.001
n = 33
徒
手
圧
痛
検
査
の
圧
痛
強
度
（A
.U
.）
圧痛計検査の圧痛スケール値（A.U.）
縦軸
徒手圧痛検査の圧痛強度
横軸
圧痛計検査の圧痛スケール値
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5．最長筋（右）の圧痛計による各圧迫負荷別にみた徒手圧痛検査 
の圧痛強度との相関      （r：Spearman の順位相関係数）  
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2.5 kg 5.0kg 7.5 kg
8.5 kg 10.0 kg
r = 0.499
p < 0.01
n = 33
r = 0.684
p < 0.001
n = 33
r = 0.790
p < 0.001
n = 33
r = 0.633
p < 0.001
n = 33
r = 0.670
p < 0.001
n = 33
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圧痛計検査の圧痛スケール値（A.U.）
縦軸
徒手圧痛検査の圧痛強度
横軸
圧痛計検査の圧痛スケール値
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6．腸肋筋（左）の圧痛計による各圧迫負荷別にみた徒手圧痛検査 
の圧痛強度との相関      （r：Spearman の順位相関係数）  
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2.5 kg 5.0kg 7.5 kg
8.5 kg 10.0 kg
r = 0.278
n.s.
n = 33
r = 0.658
p < 0.001
n = 33
r = 0.807
p < 0.001
n = 33
r = 0.806
p < 0.001
n = 33
r = 0.782
p < 0.001
n = 33
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査
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痛
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圧痛計検査の圧痛スケール値（A.U.）
縦軸
徒手圧痛検査の圧痛強度
横軸
圧痛計検査の圧痛スケール値
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7．腸肋筋（右）の圧痛計による各圧迫負荷別にみた徒手圧痛検査 
の圧痛強度との相関      （r：Spearman の順位相関係数）  
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図 8. 最長筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた      
  圧痛計検査における圧迫負荷別の圧痛スケール値  
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（A.U.） n=33 （Mean±SD）腸肋筋（左） （A.U.） 腸肋筋（右） n=33（Mean±SD）
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図 9. 腸肋筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた      
  圧痛計検査における圧迫負荷別の圧痛スケール値  
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圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 8 n = 6 n = 12 n = 7 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.58 0.86
S.D. 0 0 0.90 1.46
mean 0.38 0.67 2.17 3.86
S.D. 0.74 1.21 2.17 2.97
mean 2.13 2.50 5.08 7.29
S.D. 1.73 2.26 2.07 2.14
mean 3.13 4.33 6.75 8.71
S.D. 2.64 2.25 2.38 1.70
mean 4.50 5.67 7.38 9.29
S.D. 2.56 2.81 2.08 1.11
                                                                                               n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度
n.s.
10.0kg 7.26 *** n.s. * ** n.s. * n.s.
** n.s.
8.5kg 8.82 *** n.s. ** ** n.s. **
n.s. * n.s.
7.5kg 10.16 *** n.s. * *** n.s.
n.s. n.s. n.s. n.s.
5.0kg 4.61 ** n.s. n.s. *
圧痛計に
よる圧迫
負 荷
分散分析 多重比較（圧痛強度間）
2.5kg 1.82 n.s. n.s. n.s.
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計による圧迫負荷の関係（最長筋左） 
表 3 
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圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 8 n = 6 n = 11 n = 8 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.27 1.38
S.D. 0 0 0.91 1.30
mean 0 0.67 1.73 3.88
S.D. 0 1.03 1.01 2.03
mean 1.63 2.50 5.09 6.75
S.D. 1.51 1.52 1.64 2.44
mean 2.63 4.00 6.64 8.50
S.D. 2.20 1.67 2.06 1.77
mean 4.25 4.67 7.64 9.13
S.D. 2.66 1.75 1.86 1.46
                                                                                           　　n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度圧痛計に
よる圧迫
負 荷
分散分析
10.0kg 10.95 *** n.s. ** ***
n.s.
n.s. ** n.s.
* ** n.s.
8.5kg 14.21 *** n.s. *** ***
*** **
7.5kg 13.23 *** n.s. ** *** * ***
n.s. * *
5.0kg 14.64 *** n.s. * *** n.s.
2.5kg 4.82 ** n.s. n.s. *
多重比較（圧痛強度間）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計による圧迫負荷の関係（最長筋右） 
表 4 
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圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n = 6 n = 6 n = 7 n = 14 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0 0.43 1.14
S.D. 0 0 1.13 1.56
mean 0.17 0.17 2.14 3.71
S.D. 0.40 0.40 1.57 3.52
mean 1.83 2.33 4.43 6.43
S.D. 1.47 1.21 1.81 2.68
mean 3.83 3.50 7.00 7.71
S.D. 2.14 1.98 2.00 2.23
mean 5.00 4.83 8.71 8.71
S.D. 2.00 1.84 1.11 1.44
                                                                                                n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度圧痛計に
よる圧迫
負 荷
10.0kg 15.00 *** n.s. ** ***
n.s.
* ** n.s.
*** *** n.s.
8.5kg 8.34 *** n.s. n.s. **
* n.s.
7.5kg 9.04 *** n.s. n.s. *** n.s. **
n.s. n.s. n.s.
5.0kg 4.43 * n.s. n.s. * n.s.
2.5kg 2.12 n.s. n.s. n.s. n.s.
分散分析 多重比較（圧痛強度間）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計による圧迫負荷の関係（腸肋筋左） 
表 5 
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圧痛なし:0 弱い:1 強い:2 非常に強い:3
n=7 n=6 n=7 n=13 F値 有意水準 0vs1 0vs2 0vs3 1vs2 1vs3 2vs3
mean 0 0.17 0 0.54
S.D. 0 0.41 0 0.78
mean 0.14 0.50 2.14 2.85
S.D. 0.38 0.84 1.86 2.08
mean 1.43 3.17 5.43 6.38
S.D. 1.27 1.17 2.15 2.14
mean 2.86 5.00 6.71 8.08
S.D. 1.57 0.89 1.80 1.75
mean 4.43 5.83 7.29 9.08
S.D. 2.30 1.33 1.50 1.19
                                                                                               n.s.：有意差なし  *p<0.05  **：p＜0.01  ***：p＜0.001
n.s. ** n.s.10.0kg 15.08 *** n.s. ** ***
n.s.
8.5kg 17.26 *** n.s. *** *** n.s. ** n.s.
* n.s.
7.5kg 12.54 *** n.s. ** *** n.s. **
n.s. n.s. n.s.
5.0kg 5.54 ** n.s. n.s. ** n.s.
2.5kg 2.39 n.s. n.s. n.s. n.s.
圧痛計に
よる圧迫
負 荷
分散分析 多重比較
       徒手圧痛検査による検者が判定した圧痛強度
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計による圧迫負荷の関係（腸肋筋左） 
表 6 
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名 ( ％ ) 名 ( ％ ) 名 ( ％ )
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 33 100 0 0 33 100
腸肋筋 33 100 0 0 33 100
最長筋 13 39.4 20 60.6 33 100
腸肋筋 13 39.4 20 60.6 33 100
最長筋 13 39.4 20 60.6 33 100
腸肋筋 13 39.4 20 60.6 33 100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　筋は左右とも同じ結果
圧痛計検査
計
対象筋以外の疼痛の有無
なし あり
2 . 5  k g
5 . 0  k g
7 . 5  k g
8 . 5  k g
1 0 . 0  k g
検査 圧迫負荷 筋
徒手圧痛検査 －
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
腰部筋の各圧痛検査における被験者から聴取した対象筋以外による 
疼痛有無の発生率 
表 7 
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第 4 章 
 
一過性および 1 カ月間の立位体操の効果からみた腰部筋を対象とした圧痛計検査
の有用性の検討 
 
1．目的 
本論第 1 章で述べた通り、佐野 1)は事務所や船舶内など狭い環境下でも簡単に実
施できる立位での体操（以下、立位体操）を提案している。しかし、この立位体操
の腰痛改善効果を検討した報告はみられないため、立位体操による腰痛の改善効果
の有効性を検討する必要があると思われる。これまでに、臥位による「背反らし」 
体操と「背伸ばし」体操は愁訴調査や徒手圧痛検査により体操介入による改善への
影響が検討されていることから 2-5)、第 3 章で開発した圧痛計検査法も徒手圧痛検
査同様に体操介入による圧痛強度評価が可能と考えられる。 
そこで本調査では、腰痛を自覚する被験者に対し、佐野が提案している立位体操
を実施し、一過性および 1 カ月間の立位体操前後での腰部の愁訴調査を行った。ま
た、本調査では、第 3 章で開発した圧痛計検査法による至適圧迫負荷 7.5 kg での検
査（以下、圧痛計検査）と徒手圧痛検査の両検査それぞれの腰部筋に対する圧痛強
度を一過性および 1 カ月間の立位体操前後で比較し、一過性および 1 カ月間の立位
体操介入による効果を愁訴調査および腰部筋の各圧痛検査による圧痛強度評価か
ら検討を行った。あわせて、腰部筋における徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計検査
の圧痛強度との関係から圧痛計検査の有用性を検討した。 
 
2．方法 
愁訴調査、徒手圧痛検査、圧痛計検査および一過性と 1 カ月間の立位体操を実施
した対象は、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する男女 25 名（平均 25.6±6.5
歳）である。調査期間は、2012 年 7 月～8 月に某大学の研究室にて、被験者の都合
の良い時間帯である。愁訴調査は、一過性の立位体操では体操前後で、1 カ月間の
立位体操では、体操を初めて実施する前（以下、体操実施前）と 1 カ月間の立位体
操を実施した後（以下、1 カ月体操後）で、今の凝りや張り、疲労の程度について
「全く感じない：0」、「少し感じる：1」、「感じる：2」および「非常に感じる：3」
の 4 段階法にて被験者から聴取した。圧痛検査は、第 2 章、第 3 章で報告した徒手
圧痛検査と、圧迫負荷部を改良した圧痛計検査である（本章末図 1）。また、それ
ぞれの検査で同一の部位を圧迫できるように、サインペンで皮膚に印を付け、各圧
痛検査の順番は各被験者でランダムに実施し、異常感覚等がないことを確認すると
ともに、圧痛検査の実施間隔を 2 時間程度あけた。圧痛検査の対象筋、圧迫負荷方
法および検査姿勢は、第 3 章の徒手圧痛検査の方法に準じた。即ち、圧痛検査の対
象筋は、腰部の左右の最長筋と腸肋筋である。最長筋の圧迫負荷は、第 3・4 腰椎
間の高さで筋を側方から脊柱に向かって押しつけるように行い、腸肋筋の圧迫は、
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腸骨稜に向かって押しつけるようにして行った（本章末図 2）。各圧痛検査の圧迫
方法は、徒手圧痛検査では、検者の母指により対象筋へ最大圧迫に至るまでに検者
が圧痛強度を評価し、圧痛計検査は第 3 章の圧迫方法と同じで検者が圧痛計を用い
て筋に約2秒間で7.5 kgの圧迫負荷まで到達させた際の圧痛強度を被験者が評価し
ている。検査姿勢は、被験者を椅子に腰掛けさせ、頭を下げて背中を丸めさせ、上
肢を下垂させて肩の力を抜かせた状態とした。 
徒手圧痛検査における圧痛強度、圧痛計検査における圧痛スケールは第 3 章で述
べた佐野ら 3,6)の手法に準じ、徒手圧痛検査は、「圧痛なし：0」、「弱い圧痛あり：1」、
「強い圧痛あり：2」、「非常に強い圧痛あり：3」の 4 段階で検者が評価し、圧痛計
検査は、「痛みなし：0」から「耐えられない痛み：10」の数値で被験者に評価させ
た。 
立位体操の方法は、佐野 1)の手法を用いた。一過性の立位体操は、体幹の収縮と
伸展を伴う立位での「背反らし」体操と「背伸ばし」体操を交互に行う運動を 1
回とし、合計 10 回連続で行わせた。1 カ月間の立位体操は、一過性の立位体操の
運動方法を 1 日に 1 度行い、1 カ月間実施した。立位体操の指導は、立位体操を初
めて実施する前に実演してみせ、各被験者の初回の立位体操を実施する際に付き添
った。立位体操 2 日目から 1 カ月間（平均 29.3 日間）の立位体操は、被験者の都
合の良い時間帯で体操を行うように指示し、被験者の同意を得て立位体操の実施状
況の確認メールを送り、体操を休むことのないように対応した。「背反らし」体操
は、立位姿勢でリラックス状態から両手をそれぞれ後方に引き（肩関節伸展）、頚
部と体幹を最大伸展させた。「背伸ばし」体操は、立位姿勢でリラックス状態から
両手を頭の後に組み、顎を引き頚部と背中をしっかりと丸めるように前屈を行わせ
た。各体操とも、号令とともに約 4 秒で背反らしおよび背伸ばしを行い、約 4 秒で
元に戻る（「背反らし」体操：合計約 8 秒、「背伸ばし」体操：合計約 8 秒、）よう
にした（本章末図 3）。 
 
2-1．統計処理等 
統計処理は、一過性の立位体操では体操の前後で、1 カ月間の立位体操では体操
実施前と 1 カ月体操後において、それぞれ腰部の愁訴強度の比較を t 検定にて 5 ％
未満を有意として行った。また、各腰部筋の徒手圧痛検査による一過性および 1
カ月間の立位体操の各体操前後での圧痛強度の比較、圧痛計検査による体操前後で
の圧痛スケールの比較をそれぞれ t 検定にて 5 ％未満を有意として行った。一過
性の立位体操の体操前後と、1 カ月立位体操の体操実施前と 1 カ月体操後のそれぞ
れの徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査における圧痛スケール値（平均
値）は、図 16、17、22 および図 23（本章末）に示した通りである。一過性の立位
体操では体操の前後で、1 カ月間の立位体操では体操実施前と 1 カ月体操後におい
て、各腰部筋での徒手圧痛検査による圧痛強度と圧痛計による圧痛スケールとの相
関は、Spearman の順位相関係数にて 5 ％未満を有意とした。統計解析ソフトは、
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SPSS ver.19 を用いた。 
 
3．結果 
3-1. 一過性の立位体操前後による腰部の愁訴強度 
一過性の立位体操の前後における腰部の愁訴強度を比較した結果は図 4（本章
末）の通りである。立位体操前と比較し立位体操後に 5％水準で有意な愁訴強度の
低下が示された。 
 一過性の立位体操について、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する 25 名の各
愁訴強度に該当する人数割合は図 5（本章末）の通りである。腰部の愁訴強度で「全
く感じない：0」は、立位体操前 0 名（0％）、立位体操後 2 名（8％）、「少し感じる：
1」で立位体操前 11 名（44％）、立位体操後 15 名（60％）、「感じる：2」で立位体
操前 12 名（48％）、立位体操後 7 名（28％）、「非常に感じる：3」で立位体操前 2
名（8％）、立位体操後 1 名（4％）であった。 
 
3-2. 1 カ月間の立位体操前後による腰部の愁訴強度 
立位体操の体操実施前と 1 カ月体操後における腰部の愁訴強度について比較し
た結果は図 6（本章末）の通りである。体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水
準で有意な愁訴強度の低下が示された。 
 1 カ月の立位体操について、腰部の凝り、張り感や痛み感を自覚する 25 名の各
愁訴強度に該当する人数割合は図 7（本章末）の通りである。腰部の愁訴強度で「全
く感じない：0」は、体操実施前 0 名（0％）、1 カ月体操後 12 名（48％）で、「少
し感じる：1」では体操実施前 11 名（44％）、1 カ月体操後 12 名（48％）で、「感
じる：2」では体操実施前 12 名（48％）、1 カ月体操後 1 名（4％）であり、「非常
に感じる：3」で体操実施前 2 名（8％）、1 カ月体操後 0 名（0％）であった。 
 
3-3. 各圧痛検査による一過性の立位体操前後での比較 
 図 8（本章末）は最長筋左を、図 9（本章末）は最長筋右の徒手圧痛検査の圧痛
強度と圧痛計検査による圧痛スケール値の一過性の立位体操前後における各圧痛
検査による比較を、図 10（本章末）は腸肋筋左を、図 11（本章末）は腸肋筋右の
徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計検査による圧痛スケール値の一過性の立位体操
前後における各圧痛検査による比較結果を示している。 
一過性の立位体操について、左右の最長筋とも徒手圧痛検査と圧痛計検査の圧痛
評価では、体操前後において有意差が認められなかった。腸肋筋の徒手圧痛検査の
体操前後での圧痛強度の比較では、左で有意差が認められず、右において 1％水準
で体操後に有意に圧痛強度の低下が示された。圧痛計検査は、左右の腸肋筋とも
1％水準で体操後に有意に圧痛強度の低下を示した。 
 
3-4. 各圧痛検査による 1 カ月間の立位体操前後での比較 
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図 12（本章末）は最長筋左を、図 13（本章末）は最長筋右の徒手圧痛検査の圧
痛強度と圧痛計検査による圧痛スケール値の体操実施前と 1 カ月体操後における
各圧痛検査による圧痛強度の比較を、図 14（本章末）は腸肋筋左を、図 15（本章
末）は腸肋筋右の徒手圧痛検査の圧痛強度と圧痛計検査による圧痛スケール値の体
操実施前と 1 カ月体操後における各圧痛検査による圧痛強度の比較結果を示して
いる。全ての腰部筋において、徒手圧痛検査と圧痛計検査の両方の圧痛評価では、
体操実施前と比較し 1 カ月体操後において 0.1％水準で有意に圧痛強度の低下が認
められた。 
 
3-5. 一過性の立位体操における腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手
圧痛検査による圧痛強度との関係 
 図 16、17（本章末）は、一過性の立位体操について、各腰部筋の徒手圧痛検査
における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査における圧痛スケール値の平均値
と標準偏差を示している。左右腸肋筋の体操前後の「圧痛なし:0」と左右の体操前
の「弱い圧痛あり:1」では該当者がいなかったが、その他の全ての腰部筋で、徒手
圧痛検査の圧痛強度が強くなるに従い圧痛スケール値も段階的に大きくなってい
た。 
 図 18（本章末）は左、図 19（本章末）は右の最長筋、図 20（本章末）は左、図
21（本章末）は右の腸肋筋の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケー
ル値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関を示している。最長筋では、立位体操
前後の左右ともに 0.1％水準で有意な正の相関関係（r = 0.796～0.930）が認められ
た。腸肋筋では、右の立位体操前において 1％水準（r = 0.661）で、その他の立位
体操前後の腸肋筋において 0.1％水準で有意な正の相関関係（r = 0.646～0.852）が
認められた。 
 
3-6. 1 カ月間の立位体操における腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手
圧痛検査による圧痛強度との関係 
 図 22、23（本章末）は、腰部筋の体操実施前と 1 カ月体操後の徒手圧痛検査の
各腰部筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査における
圧痛スケール値の平均値と標準偏差を示している。徒手圧痛検査で該当者がいない
（該当人数 0 人）圧痛強度を除き、徒手圧痛検査の圧痛強度に応じて圧痛計による
圧痛スケール値が段階的に大きくなっていた。 
 図 24（本章末）は左、図 25（本章末）は右の最長筋、図 26（本章末）は左、図
27（本章末）は右の腸肋筋の体操実施前と 1 カ月体操後による圧痛スケール値と徒
手圧痛検査による圧痛強度との相関を示している。最長筋では、左右ともに 0.1％
水準で有意な正の相関関係（r = 0.633～0.823）が認められた。腸肋筋では、右の体
操実施前において 1％水準（r = 0.661）で、その他の腸肋筋において 0.1％水準で有
意な正の相関関係（r = 0.646～0.871）が認められた。 
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4．考察 
佐野ら 2,5,7)は、「背反らし」体操では、頚肩背腰部の筋の収縮と弛緩を繰り返す
ことにより、血流を促進させ、筋を鍛えることが期待でき、「背伸ばし」体操では、
頚肩背腰部の筋を伸展させることにより、筋の硬化緊張を軽減させることが期待で
きると述べている。体幹（脊柱）の十分な収縮と伸展を伴う 2 種類の運動により、
腰部のみでなく、頚部、肩部や背部への凝り、張りや痛みの改善効果が期待でき、
この点は他の腰部のみを対象とした腰痛体操 8,9)と異なる。本調査で行った立位体
操は、頚肩背腰部の愁訴改善の効果を認めた臥位による「背反らし」体操と「背伸
ばし」体操の方法を立位に替えて行っており、立位での体幹（脊柱）の十分な収縮
と伸展を伴う運動となっていたことを意味する。本調査における立位体操は、体操
実施前に圧痛検査の検者である著者が実演を行い、各被験者が立位体操を正確に行
えているかを観察すると共に、適時指導を行った。調査 2 日目からは各自で体操を
行うように指示し、1 カ月後の立位体操は、実演を行わず直接著者の前で体操を行
ってもらったが、正確に体操を行えていた。従って、各被験者は 1 カ月間の立位体
操を正確に実施していたものと思われる。 
一過性の立位体操介入による腰部の愁訴強度は、体操後に 5％水準で有意に愁訴
強度の低下を示し、また、体操前後による各愁訴強度の人数は、「全く感じない：0」
で体操前 0 人から体操後 2 人に、「少し感じる：1」で体操前 11 人から体操後 15 人
と増加する一方で、「感じる：2」で体操前 12 人から体操後 7 人、「非常に感じる：
3」で体操前 2 人から体操後 1 人と減少した。1 カ月間の立位体操介入による腰部
の愁訴強度は、体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水準で有意な愁訴強度の低
下を示した。体操実施前と 1 カ月体操後による腰部の各愁訴強度の人数は、「全く
感じない：0」で体操実施前 0 名から 1 カ月体操後 12 名に、「少し感じる：1」で体
操実施前 11 名から 1 カ月体操後 12 名（48％）と増加する一方で、「感じる：2」で
体操実施前 12 名から 1 カ月体操後 1 名、「非常に感じる：3」で体操実施前 2 名か
ら 1 カ月体操後 0 名と減少した。本調査での一過性および 1 カ月間の立位体操は、
腰部の愁訴を改善することが考えられる。従って、佐野の提案した立位体操 1)は、
臥位による「背反らし」体操および「背伸ばし」体操と同様に腰部の愁訴を改善す
る体操であると考えられる。 
徒手圧痛検査および圧痛計検査それぞれの一過性の立位体操前後による圧痛強
度の比較では、右腸肋筋の徒手圧痛検査と左右の腸肋筋の圧痛計検査において、体
操後に有意な圧痛強度の低下が示され、その他の腰部筋では有意差が認められなか
った。本調査の立位体操は、「背反らし」体操と「背伸ばし」体操を交互に行い、
これを 1 回として計 10 回実施した時の腰部の愁訴や筋の圧痛強度について評価し
た一過性の体操であった。佐野ら 4)は、1 カ月間で 15 日以上臥位による「背反らし」
体操と「背伸ばし」体操を実施した場合、徒手圧痛検査による腰筋の圧痛強度は有
意に低い方へ変化したと報告している。江原ら 5)は、臥位による背反らし体操・背
伸ばし体操を 2 カ月間実施し、体操後の腰部の愁訴は有意に減少したことと、徒手
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検査による腰部筋等の圧痛強度の低下を報告している。本調査においても体操後の
愁訴強度の低下が示されていること、一部の腰部筋、つまり右腸肋筋の徒手圧痛検
査と左右の腸肋筋の圧痛計検査での体操前後の圧痛評価比較で体操後の有意な圧
痛強度の低下が示されていること、この両者を考えると、一過性の立位体操は愁訴
と圧痛強度を改善する傾向にあることが推察される。また、各圧痛検査での 1 カ月
間の立位体操前後による圧痛強度の比較では、全ての腰部筋において、徒手圧痛検
査と圧痛計検査の両方の圧痛評価共に、体操実施前と比較し 1 カ月体操後において
0.1％水準で有意に圧痛強度の低下が認められた。これは、一部の腰部筋に有意に
圧痛強度の低下が認められた一過性の立位体操での結果と異なり、圧痛強度の明ら
かな改善を示していたと思われる。 
一過性の立位体操の圧痛検査の結果では、全ての腰部筋の体操の前後で徒手圧痛
検査の圧痛強度に応じて圧痛計による圧痛スケール値が段階的に大きくなってい
た。また、体操前と体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手圧痛
検査による圧痛強度との関係は、全ての腰部筋に 0.1％～1％水準（r = 0.661～0.930）
で有意な正の相関が示されていた。1 カ月間の立位体操の圧痛検査の結果では、全
ての腰部筋の各体操時期で徒手圧痛検査の圧痛強度に応じて圧痛計による圧痛ス
ケール値が段階的に大きくなっていた。また、体操実施前と 1 カ月体操後の腰部筋
の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との関係は、全
ての腰部筋に 0.1％～1％水準（r = 0.661～0.871）で有意な正の相関が示されていた。
従って、圧痛計検査は、徒手圧痛検査と同様に一過性および 1 カ月間の立位体操前
後での圧痛強度評価として有効な検査であることが考えられる。 
本章で導入した佐野 1)の提案した立位体操は、臥位による体操同様に腰部の愁訴
や腰部筋の圧痛強度を改善する体操であると言える。またこの体操は、体幹（脊椎）
を十分に収縮と伸展を行うものであることから、腰部に限らず頚部、肩部や背部の
筋など脊椎に付着部を持つ筋の圧痛強度や愁訴を改善するため 3-5,7)、立位体操もそ
れらを改善する効果が期待できると考えられる。一過性および 1 カ月間の立位体操
介入による腰部筋の圧痛強度評価として、先行研究 1,3-5)による徒手圧痛検査同様に
本論第 3 章で開発した圧痛計検査法の有効性を示していると考えられる。 
 
5．結論 
 本調査は、腰痛を自覚する被験者 25 名に対し、一過性および 1 カ月間の立位体
操を実施し、体操前後での腰部の愁訴調査と、本論第 3 章で報告した圧痛計による
圧迫負荷 7.5 kg での圧痛計検査と徒手圧痛検査での圧痛強度変化を比較し、立位
体操の効果を愁訴調査および腰部筋の各圧痛検査における圧痛強度評価から検討
を行い、あわせて圧痛計検査の有用性を検討した。検者は、臨床経験 10 年以上の
柔道整復師 1 名である。その結果は、以下の 3 点があげられる。 
1. 一過性の立位体操介入による腰部の愁訴強度は、体操前と比較し体操後に
5％水準で有意に愁訴強度の低下が示された。1 カ月間の立位体操介入による腰部
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の愁訴強度は、体操実施前と比較し 1 カ月体操後に 1％水準で有意な愁訴強度の低
下が示された。 
2. 一過性の立位体操前と体操後による各愁訴強度の人数は、「全く感じない：0」 
で体操前 0 人から体操後 2 人に、「少し感じる：1」で体操前 11 人から体操後 15 人
と増加する一方で、「感じる：2」で体操前 12 人から体操後 7 人、「非常に感じる：
3」で体操前 2 人から体操後 1 人と減少した。1 カ月間の立位体操の体操実施前と 1
カ月体操後による腰部の各愁訴強度の人数は、「全く感じない：0」で体操実施前 0
名から 1 カ月体操後 12 名に、「少し感じる：1」で体操実施前 11 名から 1 カ月体操
後 12 名（48％）と増加する一方で、「感じる：2」で体操実施前 12 名から 1 カ月体
操後 1 名、「非常に感じる：3」で体操実施前 2 名から 1 カ月体操後 0 名と減少した。 
3. 一過性の立位体操前と体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との関係は、全ての腰部筋に 0.1％～1％水準（r = 0.661
～0.930）で有意な正の相関を示していた。1 カ月間の立位体操の体操実施前と 1
カ月体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手圧痛検査による圧
痛強度との関係は、全ての腰部筋に 0.1％～1％水準（r = 0.661～0.871）で有意な正
の相関が示されていた。 
これらのことから、一過性および 1 カ月間の立位体操導入は、腰部の愁訴強度と
腰部筋の圧痛強度を改善することが示唆され、それらの強度の改善に有効性を示す
と共に、腰部の徒手圧痛検査と同様に開発した圧痛計検査法の圧痛強度評価として
の有効性を示していると考えられる。 
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図 1. 改良した圧痛計 
検査対象部位へアルミ性の円形板（実線矢印）とスポンジ 
（点線矢印）を取り付けた. 直径は各 20 mm . 
円形平板 
スポンジ 
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図 2. 腰部筋の圧痛検査における圧迫負荷方法例 
      （徒手圧痛検査の例）  
最長筋の徒手圧痛検査 腸肋筋の徒手圧痛検査 
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左図：腕を後ろに振り上げる（最大伸展）
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②上半身を反らせる
③もとに戻る リラックス
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①立位 リラックス
②上半身を前屈
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両手を後頭部で組む 顎を引いて胸を丸める
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③
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③
背反らし体操 背伸ばし体操
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3. 立位での背反らし体操・背伸ばし体操 
  
54 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
1.64
1.28
0
1
2
3
体操前 体操後
*p＜0.05
(A
.U
.)
(mean ±SD)
n = 25
愁
訴
強
度
*
t - test
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4. 一過性の立位体操前後における腰部の愁訴強度変化 
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図 5. 一過性の立位体操前後における各愁訴強度に該当する人数割合 
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図 6. 体操実施前と 1 カ月体操後における腰部の愁訴強度の変化 
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図 7. 体操実施前、1 カ月体操後における各愁訴強度に該当する人数割合 
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図 8. 最長筋左の各圧痛検査における一過性の立位体操前後での圧痛強度比較 
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図 9. 最長筋右の各圧痛検査における一過性の立位体操前後での圧痛強度比較 
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図 10. 腸肋筋左の各圧痛検査における一過性の立位体操前後での圧痛強度比較 
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図 11. 腸肋筋右の各圧痛検査における一過性の立位体操前後での圧痛強度比較 
  
62 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
圧痛計検査
5.92
1.00
0
2
4
6
8
10
体操実施前 1カ月体操後
2.44
0.28
0
1
2
3
体操実施前 1カ月体操後
***
***
(mean±SD)
n = 25
(mean±SD)
n = 25
***p＜0.001 ***p＜0.001
圧
痛
強
度
(A
.U
.)
圧
痛
ス
ケ
ー
ル
(A
.U
.)
t-testt-test
徒手圧痛検査
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12. 最長筋左の各圧痛検査における体操実施前と 1カ月体操後の圧痛強度比較 
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図 13. 最長筋右の各圧痛検査における体操実施前と 1カ月体操後の圧痛強度比較 
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図 14. 腸肋筋左の各圧痛検査における体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛強度比較 
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図 15. 腸肋筋右の各圧痛検査における体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛強度比較 
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図 16．最長筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査
における圧痛スケール値 （一過性の立位体操時） 
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図 17．腸肋筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査
における圧痛スケール値 （一過性の立位体操時） 
(左右の体操前後の「圧痛なし:0」と左右の体操前の「弱い圧痛あり:1」では該当者がい
なかった) 
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図 18. 最長筋左の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関 
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図 19. 最長筋右の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関 
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図 20. 腸肋筋左の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関 
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図 21. 腸肋筋右の一過性の立位体操前後の圧痛計検査による圧痛スケール値と
徒手圧痛検査による圧痛強度との相関 
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図 22. 最長筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査に
おける圧痛スケール値 （1 カ月間の立位体操時） 
(左右の 1 カ月体操後の「非常に強い圧痛:3」では該当者がいなかった) 
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図 23. 腸肋筋の徒手圧痛検査における 4 段階の圧痛強度別にみた圧痛計検査に
おける圧痛スケール値 （1 カ月間の立位体操時） 
(左右の体操実施前の「圧痛なし:0」、「弱い圧痛あり:1」および左の 1 カ月体操後の「非常
に強い圧痛あり:3」では該当者がいなかった) 
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図 24. 最長筋左の立位体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛計検査による圧痛   
スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関（r：Spearman の順位相関係数） 
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図 25. 最長筋右の立位体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛計検査による圧痛   
スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関（r：Spearman の順位相関係数） 
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図 26. 腸肋筋左の立位体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛計検査による圧痛   
スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関（r：Spearman の順位相関係数） 
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図 27. 腸肋筋右の立位体操実施前と 1 カ月体操後の圧痛計検査による圧痛   
スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との相関（r：Spearman の順位相関係数） 
  
78 
 
第 5 章  
 
総 合 考 察 
 
 腰部の凝り、張り、痛みなどの愁訴は、多くの者が経験しており、現代社会の労
働形態や生活スタイルに起因している 1,2)。平成 25 年度の国民生活基礎調査による
と国民の約 3 割に自覚症状があり、腰痛と肩凝りは第 1 位、2 位と上位を占めてい
る。職種別にみると、保母、看護師などの医療福祉関連労働者 3,4)、トラックなど
運輸に関わる労働者 5)、農業従事者 6)や建築労働者 7)などで腰部や肩部等の愁訴調
査が行われ、長期間の立位、座位や重量物取扱い作業などによる有訴者が多いこと
が報告されている。また、船舶職員の腰痛の現状は、国土交通省海事局の平成 25
年に報告された平成 23 年度船員災害疾病発生状況報告集計書 8)によると、罹病者
のうち最も多い疾患は、第 1 位に筋骨格系の疾患（20.7％）であり、その内訳は椎
間板障害（34.1％）、次に関節症（17.5％）、腰痛は 12.7％と第 3 位であり、背部や
腰部の疾患が多いことが伺える。しかし、この報告集計書は、船舶内及び船内作業
に関連して船舶と密接した場所で発生した災害・疾病のため、発生当日を含めて 3
日以上休業した船員について記載し報告することとなっており、実際には休業まで
には至らないが、腰部の凝り感、張り感や痛み感覚を自覚している者が相当数存在
すると思われ、江原ら 9)の報告によると、船員の頚肩背腰部の凝り、張り、痛みに
ついての愁訴調査では腰部で約 6 割、肩部で約 5.5 割の愁訴率であることを考える
と、腰部の愁訴改善対策が望まれる。 
 腰部の愁訴改善対策には、腰痛体操があり、腹筋や背筋の筋力トレーニング、下
肢のストレッチングなどが行われている 10,11)。しかし、これらの体操は数種類の運
動を組み合わせ、かつ正確に体操を行わねばならず、日々の労働環境の中での実施
は難しい為、小山内と佐野ら 12)は体幹筋の十分な収縮と伸展を目的とした臥位で
の背反らし体操と背伸ばし体操の 2 種類の比較的簡単な方法での有効性を報告し
ている。さらに、佐野ら 13)は、臥位にならずに、事務所内や船舶内など狭い環境
下でも実施できる立位での背反らし体操と背伸ばし体操を紹介している。しかし、
この立位体操の腰部の愁訴改善効果を検討した報告は他にみられない。立位体操は、
誰もが簡便に出来る運動であり、事務所や作業環境などの場で採り入れやすいと思
われ、この立位体操の有効性を検討する必要があると考えた。 
一方、腰痛の発生原因については、明らかとなっていない 14)が、器質的疾患を
除き静的な筋収縮が持続されることで、その筋に血管が圧迫され、血流阻害が発生
し代謝悪化を招き疲労物質の蓄積が生じることが考えられている 12,15)。また、長期
間の座位や立位作業を脊椎間の関節の動きが不十分なため、その周囲の筋拘縮や靭
帯の弾力性が失われる為に、凝り、張りや痛みが発生していると考えられている 16)。
この様な腰痛を評価する手法として、腱や骨を外部から圧迫することにより痛みを
誘発させる圧痛、関節を動かすことにより生じる痛みにより陽性を判断する運動痛
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などの評価報告がある 14,17)が、これらの報告は筋の圧痛を「あり・なし」のみで評
価しており、圧痛の程度を詳細に検討するには至っていない。そこで圧痛の程度を
徒手による筋・腱・脊椎棘突起の圧痛検査 12,13)として実施し、腰痛等の改善評価を
行いその有用性の報告がある。しかし、この検査は、検者が筋の圧痛強度を検者の
母指にて筋等への圧迫負荷をかけて圧痛強度を主観的に評価しており、適確に筋等
への圧迫が行われることや、母指からの感覚情報に頼って圧痛状況の把握を行うな
どの経験が必要な点に難がある。そこで、筋の圧痛強度を主観的に評価する必要の
ない、かつ簡便に筋の圧痛強度が評価できる手法を検討する必要があると考え、市
販の圧痛計に改良を加えて筋の圧痛強度を評価出来るか検討した。 
 以上の考えから、本論文では、腰部筋に着目し先ず第 2 章では、先行研究による
徒手圧痛検査 12,13)が筋の圧痛評価として有用であるかを検証した。船舶職員を対象
に腰部の愁訴調査を行い、腰部筋に徒手圧痛検査を実施し、愁訴と徒手圧痛検査に
よる圧痛強度との関連性を検討した。結果は「愁訴あり」者は約半数を占め、これ
は先行研究の報告 3,4,9)の通り、腰部の有訴者の多いことが伺われた。また、腰部の
愁訴の有無と筋の圧痛強度との有意な関連性（χ2 = 38.802, P < 0.001）が認められ、
「愁訴あり」者で圧痛強度が強く、「愁訴なし」者で圧痛強度が弱いことが分かり、
徒手圧痛検査 12,13)を検証した結果は、腰部の圧痛強度をみる圧痛検査として有用で
あると考えられた。 
この結果を踏まえて、第 3 章では、市販の圧痛計の圧迫負荷部の先端の形状に改
良を加えた圧痛計により、徒手圧痛検査と同様に筋の圧痛強度を評価できるかを検
討した。圧迫負荷部先端の形状を改良した結果、改良前は、圧痛計で圧迫した際に
「刺すような痛み」および「皮膚の痛み」を訴える率が高かったが、圧迫負荷部分
に直径 2.0 cm のアルミ製円形平板を取り付け、さらにその円形平板にスポンジを
貼付ける改良を加えた場合は、徒手検査による母指の圧迫に近い感覚を示す者の割
合が増加した。この改良により圧痛計の皮膚接触部分は徒手検査の母指による圧迫
に近づいたものといえ、その改良は有効であったと考えられる。改良した圧痛計に
て、2.5 kg、5.0 kg、7.5 kg、8.5 kg および 10.0 kg の 5 種類の圧迫負荷で腰部筋へ圧
痛検査を行い、徒手圧痛検査の圧痛強度との関係を検討した。その結果、全対象筋
に 0.1％水準で有意な強い関係（r = 0.729～0.807）を認めたのは、圧迫負荷 7.5 kg
のみであったこと、圧迫負荷 2.5 kg と 5.0 kg は圧迫負荷が弱いため圧痛強度を段階
的に示すことが難しく、逆に 8.5 kg と 10.0 kg は圧迫負荷が強いため対象筋以外の
痛みを生じる危険性があると考えられ、圧痛計による 5 種類の圧迫負荷の中では
7.5 kg が圧痛計による圧痛検査（以下、圧痛計検査）の負荷として最も適している
負荷と考えられた。しかし、徒手圧痛検査の圧痛強度別にみた圧痛計検査による圧
迫負荷別の圧痛スケール値の結果から、圧痛強度間での多重比較の結果は検査対象
筋で有意差を認めたもの、認めないものなどあった。検査対象とした腰部筋は、最
長筋と腸肋筋であり、これらの筋は皮膚の深層に位置しており触知しにくい筋で脂
肪組織の介在により適確に筋へ圧迫負荷をかける為に少し経験を必要とする 18)。
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この調査では、圧迫負荷部位にサインペンでマーカーを付け、圧迫方向も慎重に考
慮して圧痛検査を行った。徒手圧痛検査は母指を用いているため、適確に筋へ圧迫
負荷がなされているか感じとることが可能である。圧痛計検査は、圧痛計機器を介
しての圧迫であるため多少のズレが生じていたとも考えられ、結果として圧痛強度
間での多重比較において検査対象筋で有意差が認められたもの、認められないもが
存在したと推察される。しかし、圧痛計検査は、圧迫負荷 7.5 kg において、対象筋
以外の痛みが全く生じなかったことや全ての腰部筋に徒手圧痛計検査との有意な
高い相関が認められていることを考えると、圧迫負荷 7.5 kg が圧痛検査手法として
有効であると考えられる。 
第 4 章では、腰部の愁訴改善体操としての立位体操を介入させて、第 3 章で開発
した圧痛計検査法を採り入れ、一過性および 1 カ月間の立位体操の効果と立位体操
効果からみた圧痛計検査の検討を行った。結果より、腰部の愁訴強度は、一過性お
よび 1 カ月間の立位体操とも体操後に 1％～5％水準で有意に愁訴強度の低下を示
した。また、一過性の立位体操は、体操前と体操後の腰部筋の圧痛計検査による圧
痛スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との関係において、全ての腰部筋に
0.1％～1％水準で有意な正の相関（r = 0.646～0.852）を示していた。1 カ月間の立
位体操では、一過性の立位体操と同様に全ての腰部筋に 0.1％～1％水準で有意な正
の相関（r = 0.646～0.871）を示した。この立位体操は一過性の体操でも腰部の愁訴
を改善することが示唆され、臥位による背反らし体操と背伸ばし体操と同様に体幹
の十分な収縮と伸展を行う運動として、腰痛改善対策として有効であると考えられ
た。また、圧痛計検査による圧痛スケール値と徒手圧痛検査による圧痛強度との関
係は、一過性および 1 カ月間の立位体操で、相関係数 0.6 以上の高い相関を認めて
おり、第 3 章で開発した圧痛計検査手法の有効性を示していると考える。 
徒手圧痛検査と圧痛計検査の各圧痛評価では、一過性の立位体操において、左右
の最長筋とも体操前後で有意差が認められなかった。腸肋筋の徒手圧痛検査の体操
前後での圧痛強度の比較では、左で有意差が認められず、右において 1％水準で体
操後に有意に圧痛強度の低下が示された。圧痛計検査では、左右の腸肋筋とも 1％
水準で体操後に有意に圧痛強度の低下が示された。また、1 カ月間の立位体操では、
全ての腰部筋で、徒手圧痛検査と圧痛計検査の両方の圧痛評価において、体操実施
前と比較し 1 カ月体操後において 0.1％水準で有意に圧痛強度の低下が認められた。
これらの結果を踏まえると、本立位体操の対象者は座位作業の多い者であり、長期
間の静的な事務作業などの座位姿勢や立位作業姿勢などによる環境下で、徐々に筋
の硬化緊張が強くなり代謝悪化を招き疲労物質の蓄積が起こる。さらに脊椎間の関
節の動きが不十分な為に、その周囲の筋拘縮や靭帯の弾力性が失われ、椎間関節の
可動域の低下を生じて、結果として筋の凝り、張りや痛みが出現している 4)と推察
できる。 
従って、一過性の立位体操も腰部の愁訴や腰筋の圧痛強度を改善させることが出
来るが、より確実にそれらの改善対策を講じるのであれば、長期間の体操の継続が
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望ましいと考えられる。 
この結果より、開発した圧痛計検査手法は、徒手圧痛検査と同様に腰部筋の圧痛
強度を評価でき、立位体操は、腰部の愁訴や筋の圧痛強度を改善させる有効な運動
であることが示唆された。また、圧痛計検査は圧迫部位の選定、圧迫負荷のタイミ
ングなど検査のポイントを教わることによって短時間で容易に技術を習得できる
と考えられる。 
今後の検討内容として著者は、腰部以外の部位での立位体操介入による愁訴や圧
痛強度の影響を圧痛計検査にて評価を行っていくと共に、徒手圧痛検査と同様に簡
便にかつ短時間で圧痛検査が行え、軽量で持ち運びも容易な圧痛計機器を臨床現場、
事務内や船舶内など狭小な作業環境の場に応用できることから立位体操と共に実
践していきたい。また、作業姿勢と腰痛との関連について、重量物取扱い時にしゃ
がみ姿勢を、椅子での事務作業中は出来る限り正しい姿勢をとるなど、腰部への負
担を軽減することが必要とされ 19,20)、厚生労働省の「職場における腰痛予防対策指
針」（平成 25 年）においても作業姿勢について紹介されている。この正しい姿勢と
は、力学的に脊柱が腰部で弯曲するところに位置する体重心線（側方からみて、耳
垂の後方にある大後頭孔を通り、肩峰、大転子、膝関節および足部の土踏まず付近
の中央部が一直線で結ばれ、床との垂直な線）を維持する姿勢である。身体重心線
が一直線上にある姿勢は、腰部にかかる負荷が少ない姿勢とされる 19)。本論文で
の立位体操を日々の生活に採りいれると共に、作業姿勢についても改善する取り組
みを行うことで、より一層腰部等の愁訴や筋の圧痛強度の改善に繋がると思われる。 
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